
令和 6年度 事業報告書

(令和 6年 4月 1日 から令和 7年 3月 31日 まで)

特定非営利活動法人岡崎研究所

1.事業実施の方針

(1)外交・安全保障情報提供事業として、米国をはじめとする外国メディアの主として社説・

論説を紹介し、その内容にコメントを付した情報分析を会員、あるいは政府機関に提供

し、外交・安全保障政策立案に貢献する。

(2)国際情勢と外交・安全保障政策に関する研究会を開催する。

(3)外交・安全保障に関する講演会を開催する。

2.事業の成果
本年度の当法人の事業は、当法人の会員への情報の提供を中心に所期の目的を達すること

が出来た。また、「核兵器問題研究会」では活発な意見交換が行われた。

3.事業実施に関する事項

特定非営利活動に関わる事業 (単位 :千円)

事業名 具体的な

事業内容

(A)実施期日

o)実施場所

(C)従事者の人数

(D)受益対象者

の範囲

(E)人数

収支計算書

の事業費の

金額

外交・安全保障

情報提供事業

情報分析のメール

配信サービス

(A)年間を通じて

(B)東京

(C)20人

(D)会員及び

内外一般

(E)400人

44,168

外交・安全保障

情報提供事業

国際情勢に関する

ウェッジブログヘ

の投稿

(A)年間を通 じて

(3)東京

(C)20人

(D)会員及び

内外一般

(E)多数

2,281

外交・安仝保障

情報提供事業

防衛技術交流

ワークショップ

(A)年間を通じて

(B)東京

(C)5人

(D)会員及び

内外一般

(E)50人 (のべ)

2,948

外交・安全保障

情報提供事業

防衛講話 (大学、メ

ディア、国家公務

員研修等)

(A)年間を通じて

(B)国内

(C)8人

(D)講話参加者

及び内外一般

(E)100人 (のべ)

1,947

外交・安全保障

情報提供事業

国際情勢等

研究会

(A)年間を通じて

(B)東京

(C)7人

(D)会員及び

内外一般

(E)250人 (のべ)

4,283

外交・安全保障

情報提供事業

核兵器問題研究会 (A)年間を通じて

(B)東京

(C)10人

(D)会員及び

内外一般

(E)50人 (のべ )

1,000



書式第 13号 (法第28条関係)

2024 年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合 )
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 6 年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人

金   額 小計・合計

201,349

(2) 形固

100,178,588

37

A の

1

2

3 の

9

(1

18 828

) 形 固

) 資その

什器備品

投資有価証券

現金預金

未収会費・未収金
前払い金・前払費用

預け金
立替金

81,193,268
2,242,393
741,227

1,040,540
1,100

【A】 資 ①+② 185.598,765産 合 計

の
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B-1

未払金

預り金

未払費用
未払法人税等

未払消費税等

長期借入金
退職給付引当金

951,835
498,639
24,818
1,098,900
537,700

3,111.892

3,111.892

194,928,748
-12,441,875

【B-2

正 味 財 産 合 計 182.486.873

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 185,598,765

n

正



書式 16号 法 28条関係 )

令和 6年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人

事 業 報 告 用

岡崎研究所
1.重 要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日
会計基準協議会)に よっています。

2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人

(1)有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの…期末日の市場価格等に基づく時価法

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産 :定率法

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2.事 業別損益の状況
:円 )

科 目 (税務上非収
益)

情報提供事業
(税務上収益)

ワ~クシヨンフ
・ 事業部門計 管理部門 合計

18,588,000

18,000,000

588,000

26,478,657

5,168,138

31,646,795

2,500,000

2,500,000

20,500,000

588,000

26,478,657

5,168,138

52,734,795

20,500,000

588,000

26,478,657

5,168,138

52,734,795

4,435,198
5,840,545

384,813

938,451

1,270

5,350,401

1,512,217

854,480

5,644,798

7,433,420

489,762

1,194,392

1,617

6,809,604

1,924,640

1,087,520
122,507

1,000,000

10,079,996

13,273,965

874,575

2,132,843

2,887

12,160,005

3,559,364

2,942,000

1,120,000
1,474,885

97,176

236,983

321

11,199,996

14,748,850

971,751

2,369,826

3,208

12,160,005

3,559,364

2,942,000

19,317,375 24,585,753 1,122,507 45,025,635 2,929,365 47,955,000

122,083

210,311

1,212

298,973

2,678,267

109,296

116,010

130,019

139,444

19,654
2,112

21,136

42,345
195,054

39,867

2,754

155,382

267,668

1,542

380,510

3,408,704

139,104

147,649

165,478

177,476

25,014
1,206,088
26,901

53,895

248,249

50,739

3,505

1,008,690

1,914

4,300

279,379

482,279

2,754

679,483
6,086,971

248,400

263,659

295,497

316,920

44,668
1,208,200

48,037

96,240
1,451,993

90,606

6,259

70,843

306

44,668

646,404

27,600

29,296

28,431

4,964
10,000

5,338
326,086

91,753

10,068

100,000
1,379,664

43,520

279,379

553,122

3,060

724,151

6,733,375

276,000

292,955

323,928

316,920

49,632
1,218,200

53,375
422,326

1,543,7461

100,6741

49,779

4,128,537 6,457,904 1,014,904 11,601,345 2,818,941 14,420,286
2,137,41119 368 114 31 043 657 56,626,980 5,748,306 62,375,286

▲ 780,114 603,138

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.事業収益
4.そ の他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費計
役員報酬

給料手当

雑給

法定福利費
福利厚生費

原稿料

講師料

業務委託費

人件費計
(2)そ の他経費
支払手数料
旅費交通費

荷造運搬費
通信費
地代家賃
管理費
光熱水料費
消耗品費
図書研究費
リース料
租税公課
諸会費
接待交際費
会議費
減価償却費
支払寄付金

支払報酬料
雑費

その他経費計
経常費用計

当期経常増減額 362,589 ▲ 3,892,185 ▲ 9,640,491▲ 5 748,306

(



3.固 定資産の増減内訳

役員及びその近親者との取引内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

〔税込](単位 :円 )

J辟 目 鮨
"こ
蟷雄■礎騨顔Σ,可

=鋼
課岬理■

(活動計算書 )

原稿料 (事業費)

講師料 (事業費)

活動計算書計

5,788,000

1,337,543

7,125,543

〔税ム](単位 :円 )

201 349

4

¨
Э その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
事業費と管理費の按分方法
従事割合 (業務ごとの標準的な従事時間を定めて通年使用しています。)

科 目 期首取得価額 =取得―
.減
少 キ 1 劇末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

什器 備品

合計

4,214,197 302,022 3,733,199 783,020 581,671 201,349

4,214,197 o02,022 3,733.199 783,020 581.671



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 6年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 岡崎研究所

金  額 ′]ヽ   言十 合  計

81.193,268

2,242,693

561,670

201,349

2)
100,178,588

A
1

その の

18,083

100,000

什器備品

売上

そ の 資産

投資有価証券

18,083
81,175,185

100,000

2,142,693

561,670

179,557
1,040,540

1,100

1,040,540
1,100

3,387.272
30,088,845
9,725,487
37,973,581

1,722,813
419,880

現

ilを][][藁
店

未収 会費
東京ビジネスサービス

未収金
未収還付法人税
その他

前払金
前払家賃
前払 費用
預け金
三井住友信託銀行
立替金

1,782,867

85.213.828

20:.349

100.173.588

100.370.937

185.598.765

684.259
235,872
31,704

951,835

長期借入金

退職給

未払金
3月 分¬

社舞墾頸断
卜原稿料

未払 費用
DCカー ド
その他

未払法人税等
未払消費税等

預り金
源泉徴収税
源泉徴収税
源泉徴収税
源泉徹収税

(報酬・給与)
(専門家報酬)
(原稿料)
(講師料)

231,860
30,123
210,508
26.148

5,629
19,189

498,639

1,098,900
537,700

24,818

3.111.892

B-1
B-2 工 味 財 産 合 計 【A: B-1 182.486.873

日1】

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 3,111.892

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 182.486.873
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 6年度年間役員名簿 (前事業年度において,員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における颯醐の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 岡崎研究所

lИ確認事項 (法第20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役  名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

1 睡憂卜監事
シゲタ ヒロシ 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日茂田 宏

2 巨憂卜監事
トキノヤ アツシ 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日時野谷 敦

3 巨憂彊監事
カネダ ヒデアキ 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年

年

月

月

日

日金田 秀昭

4 巨憂彊監事
ンノダ  トモヒ

信田 智人

令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

5 巨憂]・ 監事
ヨシザキ タツヒコ 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年  月  日吉崎 達彦

6 巨憂]・ 監事
イケダ タダシ 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年 月 日池田 維

7

シンカイ マサカ
ツ

令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年1   月   日

年  月  日新貝 正勝

8 ・監事

ノジマ ノブアキ 令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年

年

月

月

日

日野島 信明

9 匡垂彊監事
カ トウ リョウゾウ

加藤 良三

令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

10 巨憂卜監事

バンショウ
コウイチロウ

令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年  月 日

日年 月番匠 幸一郎

巨憂]・ 監事



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

オリタ クニオ

織田 邦男
11 睡憂]・ 監事

令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

午 月 日

月年 日

12 巨憂]・ 監事
カネコ マサフミ

金子 将史

令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

13 ・監事

メガタ

シュウイチロウ

目賀田 周一郎

令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年 月 日

月年 日

14 巨璧彊監事
ミヤガワ マキオ

官川 員喜雄

ウメダ クニオ

梅田 邦夫
イジュウイン

アキオ

伊集院 明夫

令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

15 ・監事

令和 6年 6月 29日

令和 7年 3月 31日

年 月 日

月年 日

16 理事・匡∃
令和 6年 4月  1日

令和 7年 3月 31日

年 月 日

月年 日



書式第 19号 (法第 28条関係)

令和6年度 社員のうち10人以上の者の名簿

令和 6年 10月 1日 現在

認定特定非営利活動法人 岡崎研究所

氏   名

1

東京ビジネスサービス梱
代表取締役会長

野島 信明

2

公益財団法人
理事長
角南

笹川平和財団

篤

3
日本財団

会長 笹川 陽平
 

4

三菱商事株式会社
グローバル総括部 部長代行
渡邊 泰明

5

株式会社 三菱UFJ銀行
経営企画部経済調査室室長

永丼 敬彦

6

東京海上日動火災保険株式会社

業務企画部 部長
頼 雅之

7

三菱ガス化学株式会社

総務人事部総務グループ部長

山口 源之

 

8
三菱電機株式会社
国際本部 地域事業推進部
部長  伊藤 利光

 

9

三菱重工株式会社

ク
゛
トフ
°
戦略推進室戦略企画部

調査グルーフ
°
長 白木 聡一郎

10

東海旅客鉄道株式会社

総合企画本部国際部 部長
緒志 智子




